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１．問題意識
２０１２年７月に固定価格買取制度（FIT）が導入されて以降，日本では再
生可能エネルギーの活用に向けた取り組みが活発になってきており，各地で
地域住民を主体とした再生可能エネルギーの利用が注目を浴びている。ま
た，疲弊した地域の自立や経済の活性化のために，地域資源である再生可能
エネルギーを活かし，地域づくりとつなげる取り組みも広がっている。一方
で，FIT開始後，売電収益を目的としたメガソーラーを中心とする太陽光発
電事業（非住宅）が急激に拡大している。また，そうした事業は公的支援や
外部からの融資に依存する場合が多いため，再生可能エネルギー産出地に
とってはメリットが薄いことが問題となっている。これに対して，再生可能
エネルギーの利活用により地域再生や活性化を図ろうとする考え方が提起さ
れている。特に過疎問題に直面している農山村地域では，再生可能エネル
ギー事業の導入が，地域の課題の解決や地域の活性化につながるきっかけと
なることが期待されている。
本論文では，再生可能エネルギー事業を経済性と社会性の両面から考え，
再生可能エネルギー事業とコミュニティ・ビジネスとのつながりに着目し
た。諸富（２０１３）１）は，「再生可能エネルギー事業をコミュニティ・ビジネス
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として考える場合，地域住民が中心となり，地域資源である再生可能エネル
ギーを通じて所得と雇用を創出し，地域活性化につながる可能性が期待され
ている」との視点を示した上で，再生可能エネルギー事業をコミュニティ・
ビジネスとして考えることを，事業の収益性，所得と雇用の創出，社会関係
資本の蓄積といった面から取り上げ，「地域経済振興のあり方に大きな転換
をもたらす可能性がある」と指摘した。
これまで，再生可能エネルギーに関する取り組みはすでに多くの論文や報
道で紹介されたが，それをコミュニティ・ビジネスとして捉えて地域の振
興・活性化と関わらせる分析はまだ多くない。そこで，本論文では，地域主
体による再生可能エネルギーの取り組みを事例として取り上げ，「再生可能
エネルギー事業をコミュニティ・ビジネスとして地域の振興に役立てられる
のか」，「事業を自立的・継続的に運営することは可能なのか」，「地域経済と
つなぐ仕組みづくりとは何か」という問題意識を抱えて研究を行っている。
２．研究の目的と方法
本論文の目的は３点ある。第一に，コミュニティ・ビジネスの視点で捉え
た再生可能エネルギー事業の地域活性化への意義，並びにその実態と課題を
明らかにする。第二に，事業運営の持続可能性を含めて，資金調達の形態，
地域にある他産業との連携を強める仕組みづくりを探る。第三に，再生可能
エネルギー事業とコミュニティ・ビジネスをどのようにして地域活性化につ
なげることができるのか，その取り組みを形成するのに重要な点を明らかに
する。以上のような３つの角度から，再生可能エネルギー事業による地域活
性化という課題を検討し，総合的に論じる。
研究方法については主に，分類した複数の事例のヒアリング調査結果から
検討する。まず，再生可能エネルギー事業を地域活性化に活用する実態を明
らかにし，事業主体を①NPO主体型②集落主体型③行政・地元企業主体型
に分けた上で，先行研究として議論された複数の事例を用いて，それぞれの
えて─」『地方自治』第７８６号，pp.２-２９，２０１３年５月
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課題を検討する。次に，再生可能エネルギー事業がコミュニティ・ビジネス
とつながりつつある３つの事例を分析・比較する。具体的には，地域住民が
参画した小水力発電事業がコミュニティ・ビジネスへ展開していく事例２つ
と，コミュニティ・ビジネスの中から発足した太陽光発電事業の事例１つを
取り上げ，環境，経済，社会の３つの側面から再生可能エネルギー事業の影
響を検討する。最後に，各事例の特徴を抽出し，今後の課題を明らかにす
る。
３．論文構成
序 章 問題意識と研究課題・方法
第１章 コミュニティ・ビジネスの視点で捉えた再生可能エネルギー事業
─地域振興における意義を中心に─
第２章 地域における再生可能エネルギー事業の実態と課題
─事業化の主体と資金調達の方法に関する分析を中心に─
第３章 地域商品券を活用した太陽光発電事業とコミュニティ・ビジネス
─あいとうふくしモール市民共同発電所を事例として─
第４章 小水力発電が農山村地域の課題解決に果たす役割
─岐阜県郡上市石徹白地区と奈良県吉野町を事例として─
終 章 研究の総括
４．本論文の研究結果
本論文の研究結果は以下の通りである。
第１章では，ヨーロッパでコミュニティ・ビジネスの手法を用いて進めた
再生可能エネルギーの取り組みを紹介した。また，こうした取り組みを後押
ししてきた政策，歴史的な背景を確認した。コミュニティ・ビジネスは，地
縁・血縁などに基づく地域コミュニティ内において，経済活動と社会貢献を
両立させることによって当該地域の課題を解決していこうとする事業活動で
ある。イギリスでは地域経済開発や失業・雇用対策として活用されている。
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少子高齢化，経済産業の衰退やコミュニティの脆弱化などの問題に直面して
いる日本では，内発的発展論に基づいて地域住民が主体となる重要性が強調
され，コミュニティ・ビジネスを地域振興・再生に活用する実践が広がって
いる。
ドイツでは，再生可能エネルギー事業を地域自治と結び付け，新しいエネ
ルギー供給体制を構築することによって所得と雇用を創出し，地域を活性化
させていく取り組みが多く見られる。これに比べ，日本で稼動している地域
住民を中心とした再生可能エネルギー事業は，行政からの支援で経営環境を
整え，地域住民のモチベーションをアップさせることを中心に進められてい
ることが多い。
そして，コミュニティ・ビジネスの視点から再生可能エネルギー事業の地
域活性化への意義を以下のようにまとめている。一つ目は，エネルギー消費
の転換とコミュニティの自立を導くことである。二つ目は，コミュニティの
中に，再生可能エネルギー事業だけではなく，コミュニティ・ビジネスとし
て複数の関連事業を重ねることによって，経済的，社会的影響を膨らませら
れる可能性があるということである。三つ目は，再生可能エネルギー事業の
内容を住民に幅広く理解してもらうため，事業参加への宣伝や，再生可能エ
ネルギーに関する交流会を開くことにより，地域の住民間や住民と関連企業
との交流も増進できるということである。
第２章では，一橋大学自然資源経済論プロジェクトと朝日新聞社が合同
で，全国１７４１の市区町村を対象に，再生可能エネルギーの導入状況につい
て調査した結果を参考にし，再生可能エネルギー事業における地域活性化の
実態を把握した。再生可能エネルギー事業の導入における課題については，
許認可手続きの煩雑さ，ノウハウや経験不足，担い手不足，資金調達の困難
などが挙げられた。
次に，発電設備の設置費用による資金調達の方法については，経営権を担
うかどうかにより，経営権のついた出資（株式会社や組合方式など）と，経
営権のついていない出資（ファンドや地方自治体が募集する地方公募債とい
博士論文の要旨および博士論文審査結果の要旨 ５
う方式）の２つに分け議論した。資金調達の組織形態から見ると，公共性が
高いNPO組織は，出資で資金を募ることができないため，組織単独では建
設費用の調達が難しい。また，株主への配当を目的とした会社組織は，運営
上，公共性の確保が難しい。協同組合は事業用途や担い手及び利益の運用に
制限があるため，発電した成果が地域内に留まる可能性があると，大きく期
待されたが，日本では事業内容ごとに協同組合法が制定されていることか
ら，再生可能エネルギー事業を行う目的で協同組合を新設することが難し
い。
そして，地域住民が中心となる再生可能エネルギー事業の主体を①NPO
主体型，②集落主体型，③行政・地元企業主体型の３つに分けて，地域活性
化に貢献しようとする場合に直面する課題を明らかにした。まず，売電収益
の地域還元について，電力の自家消費を除き，再投資あるいは地域内で循環
させるという方法がある。次に，再生可能エネルギー事業による地域活性化
の課題については，以下の通りである。第一に，地域活性化を目指す再生可
能エネルギー事業は，社会性と継続的な事業運営のための利益の追求，の両
者をどのように実現していくかということ。第二に，再生可能エネルギー事
業は，どのような方法や手段により地域の経済的・社会的活性化に貢献でき
るのかということ。第三に，補助金を効率的に使用することについて検討す
る必要があること。
第３章では，あいとうふくしモール市民共同発電所の事例を取り上げ，地
域づくりや地域住民の福祉とビジネスを結ぶ発電事業の実態と，発電の成果
を地域通貨で地域に還元する仕組みを考察した。あいとうふくしモール市民
共同発電所は，村落の自治や環境活動などが活発な地域に建てられ，売電利
益の追求ではなく，食と福祉の充足に加え，エネルギーの自給を目指してい
る。地域づくりや環境活動を行いつつ福祉にも関わるといった「結び目とな
る人」たちが動くことでネットワークがつながっていったことが明らかに
なった。
そして，売電収益を地域商品券で地域へ還元する仕組みの利点について
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は，まず，売電収益による地域商品券の還元額がほぼ予測できるという点に
ある。そして，地域商品券は単発のものではなく，継続的に受け取ることが
できる。そのため，事業の出資者と地域商品券の加盟店にとって，継続的な
経済効果を生み出すことが可能になる。次に，地域商品券で還元することに
よって，地域住民は再生可能エネルギー事業を進めながら，地元商業を支え
ていることを実感することができる。
最後に，コミュニティ・ビジネスの一部として再生可能エネルギー事業を
導入する際に重要な点について，あいとうふくしモール市民共同発電所の事
例から，以下の３点を挙げることができる。一つは，地域内の多様な組織・
団体から連絡会・協議会・研究会をこまめに行うことによって，情報を交換
し，信頼関係を構築することである。もう一つは，地域通貨もしくは地域商
品券の導入と活用によって，取り組みによる成果を効率よく地域に循環させ
ることである。三つ目は，取り組んだ事業を継続的に運営するために，売電
収益の一部を寄付金として，財源や次世代を担う若者の育成に充てることで
ある。
第４章では，岐阜県郡上市石徹白地区と奈良県吉野町の取り組みを取り上
げ，地域住民が主体となった小水力発電導入が農山村地域の課題解決に向け
て果たす役割を環境，経済，社会の３つの面に分けて検討した。①環境的側
面では，CO２の削減，地域資源の再発見・再利用に効果的である。②経済的
側面では，電気料金の節約，売電収益の獲得などに効果的である。また，小
水力発電の導入による直接の雇用増加は少ないが，小水力発電と連動して，
地域の個性を持つ経済活動の開発によって，生産活動の多様化を促進でき
る。そして，発電事業の成果を地域に還元することで，循環型地域経済の形
成につながっている。③社会的側面では，農山村における社会福祉，防災，
生活の向上などに役割を果たしている。また，小水力発電が地域振興の起爆
剤となり，地域内外の交流を促進し，地域への移住にも効果的である。
また，小水力発電による地域課題解決に向けた取り組みが立ち上がり，そ
れが継続するために重要な点を２点検討した。まず，取り組みが生まれる契
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機として，新しい事業を立ち上げるのに必要な人材・ノウハウが不足する地
域では，外部の団体や個人が発電事業の導入スキームを持ち込み，地域の住
民や組織を巻き込みながら，地域の持つ資源の価値を見出し，外部との交流
を促すことが求められている。次に，取り組みを継続的に展開させるため，
その地域の様々な活動を担ってきた人を中心に，自分達の地域の未来につい
て話し合い，外部の情報と交換できる「場づくり」が求められている。この
「場づくり」においては，内部と外部の情報交換だけでなく，地域の若者か
ら高齢者まで幅広く交わることが重要である。
終章では，第１章から第４章で得られた知見について総括し，地域活性化
のために，再生可能エネルギー事業をコミュニティ・ビジネスとつなげるあ
り方として，３つのパターンを挙げた。
①再生可能エネルギー事業の運営自体がコミュニティ・ビジネスとなるパ
ターン
②再生可能エネルギー事業を地域活性化の起爆剤として，他産業との連携
により，付加価値を生み出すパターン
③地域にあるコミュニティ・ビジネスを基盤として，その上に再生可能エ
ネルギー事業をかけ合わせたパターン
これらについて，以下に詳細を検討する。
一つ目は，再生可能エネルギー事業の運営自体がコミュニティ・ビジネス
となるパターンである。このパターンでは，事業参加者自体が経済的効果を
生み出そうとする傾向があり，FIT制度を利用して事業の採算性を取りなが
ら，地域社会の余剰資源あるいは十分に活用されていない資源を活用してい
く。しかし，再生可能エネルギーはエネルギー密度が低いため，発電事業だ
けから利益を獲得するには，設備の導入規模を増やさなければならない。そ
のため，事業規模の拡大に従って，目的が地域社会の活性化から利益追求に
転化され，発電事業の利益が一部の関係者にしか還元されなくなる恐れがあ
ることが課題となる。
これに対しては，第４章で取り上げた石徹白地区の取り組みが参考にな
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る。石徹白地区では今後の小水力発電事業の規模拡大に向け，協同組合組織
を採択し，集落全員が組合員となっている。それにより事業用途や担い手及
び利益の運用に制限が生まれるため，事業による成果を効率よく地域に還元
できるようになっている。日本ではまだ法律上再生可能エネルギー事業を行
う目的で協同組合を新設することが難しいが，多様な組織形態によって，設
備導入の地域あるいは集落全体を巻き込むような仕組みづくりが工夫できれ
ば，発電の収益を地域活性化のために効率的に分配できると考える。
二つ目は，再生可能エネルギー事業を地域活性化の起爆剤として，地域内
の他産業との連携により産出された付加価値を地域内外で消費し，地域内外
から得た経済的価値や非経済的価値を地域社会へ還元するパターンである。
これは，現在再生可能エネルギー事業に関する議論の中，農山村地域の活性
化に最も期待されているパターンとも言える。第４章で取り上げた吉野町の
取り組みはまだ模索段階だが，このパターンに近い展開を図っている。吉野
町の取り組みでは，小水力発電の導入を契機に，閉鎖された農村振興施設を
再利用することができた。そして，地域農産物の展示・販売，カフェ運営，
そば打ちイベントなどを営むこともできた。また，小水力発電設備の見学ツ
アーや木製螺旋水車のワークショップの開催によって，外部からの見学者が
増え，地域内部と外部の交流を増進できるようになった。しかし，前述した
ように，この地域では小水力発電事業によるコミュニティ・ビジネスの形成
はまだ模索段階であり，カフェの運営や農産物の販売に関する経営ノウハウ
がまだ不十分である。そのため，外部との交流イベント活動をうまく活用で
きず，小水力発電の実践と結びついてこなかったのが事実である。
地域住民による再生可能エネルギーへの取り組みは，過疎化が進んでいる
農山村地域社会にとって，これまで経験したことのない，あるいは経験が浅
い分野に挑戦するため，さまざまな試行錯誤が行われる可能性がある。吉野
町の取り組みについての調査結果によると，再生可能エネルギー事業を起爆
剤として，地域の産業活動を活発化させようとする場合，電力設備の導入に
関する専門的なノウハウのほかに，派生した事業による資金調達，採算状況
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の把握，仕組みづくりの工夫など，多方面への目配りが重要となることが明
らかになった。また，取り組みを展開していく中で，再生可能エネルギー事
業の推進に注力して取り組むべきなのか，それとも，そこから派生した多様
な産業活動まで範囲を広げて取り組むべきなのかは，事業として成り立たせ
ることができる規模を定める上での課題である。
三つ目は，地域にあるコミュニティ・ビジネスを基盤として，その上に再
生可能エネルギー事業をかけ合わせたパターンである。このパターンについ
ては，第３章で取り上げた東近江市の「あいとうふくしモール」の取り組み
を参考にし，検討しておきたい。前述した吉野町の取り組みとは違い，この
事例では再生可能エネルギー事業を立ち上げるために必要な人材やノウハウ
をすでに有していたことが特徴である。「あいとうふくしモール」のある滋
賀県東近江市は，これまで地域活動を活発に行ってきた地域である。これら
の活動によって，情報交換のネットワークが構築されており，ファイナンス
モデル，リスクへの対処法など新たな経験が生み出されていた。これらの経
験が関係者の中で蓄積され，新たな再生可能エネルギー事業への取り組み
や，その事業とコミュニティ・ビジネスとの連携の強化につなげやすくな
る。しかし，このような自立性が高い地域をどのようにして生み育てられる
のかは，今回の研究で触れず，課題として残されている。
それから，コミュニティ・ビジネスの視点から，このパターンについて以
下の利点を考えた。コミュニティ・ビジネスに関する議論の中，社会性と採
算性の両立が常に課題となっている。再生可能エネルギー事業はFITによ
り，余剰電力が長期間一定の価格で買い取られるため，持続的な運営と収益
の安定性が確保できる。採算性を取りにくい事業の経営において，再生可能
エネルギー事業を加えることは，経営資源を効率的に共有しながら，獲得し
た収益で低収益事業をカバーすることが可能となっている。例えば「あいと
うふくしモール」の場合，福祉関係事業の運営だけであれば，必ずしも収益
性が高いとは言えない。しかし，そこでは食・エネルギー・福祉問題を結合
し，再生可能エネルギー事業から獲得した収益から，モールの維持運営，人
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材育成に必要な費用を捻出できるようになっている。
５．今後の課題
本論文では，７つの事例を取り上げて，地域活性化を目指した再生可能エ
ネルギー事業の取り組みについて，事業立ち上げの経緯・進め方，資金調達
の方法，事業の成果を地域に還元する仕方などに焦点を当てて検討した。そ
れぞれの項目が地域の活性化にどのようにつながっているのかは，事例ごと
に多様であるが，いずれの事例においてもそれぞれの地域の特徴を活用し，
多様な主体が相互に協力しながら，再生可能エネルギー事業を立ち上げ，事
業性に工夫を凝らし，地域に貢献していることを明らかにした。しかし，以
下のような課題が残されていると考える。
まず，本論文に取り上げた再生可能エネルギー事業は，コミュニティ・ビ
ジネスとつながりつつある滋賀県東近江市の取り組みや，岐阜県石徹白地区
の取り組み，および奈良県吉野町の取り組みにおいては，地域社会の自治意
識や地域活性化に向けた新しい事業への取り組みに対する意欲が高いと見ら
れる。特に，滋賀県東近江市では再生可能エネルギー事業を導入する以前か
ら，地域住民を中心とした地域活動が既に活発に行われている。本論文で
は，これらの地域において，全国の他の地域と比べて地域住民の参加が促進
された要因については分析してない。地域住民の参加が促進された要因につ
いて，再生可能エネルギー事業に限らず，経済学または社会学から検討する
必要がある。
次に，本論文では，コミュニティ・ビジネスとのつながりを中心に，再生
可能エネルギーの利活用が地域の活性化にどのような効果を生み出している
のかという点について，事例調査の結果から環境，経済，社会の３つの側面
に分けて検討した。しかし，人口の過疎化と高齢化が進んだ集落において
は，地域住民の活力が低下しており，集落の少数の人の力や民間組織のみで
コミュニティ・ビジネスの手法を用いても，再生可能エネルギー事業による
経済効果や雇用の拡大には限界があると考えている。そのような地域に対し
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ては，再生可能エネルギー事業による評価について，取り組みによってもた
らされる地域の生活の変革に焦点を当てることが重要である。今後の課題と
して，住民参加及び社会関係資本の増進なども含めて実証的な分析を行うこ
とが重要である。
また，本論文は，主に再生可能エネルギー事業の運営側を対象にヒアリン
グ調査を行ったが，事業の受け入れ側（地域の住民）を対象にした調査も重
要である。特に地域商品券や地域通貨の利活用に関して，利用者はそれを実
際にどのように評価しているかをアンケート調査などによって分析する必要
もある。
そして，今後の展望として一つ重要なことは，日本では２０１６年４月に電
力の小売り全面自由化が予定されることである。これまでの独占的な電力市
場が開放され，一般家庭でも電力会社を選べるようになり，新たなビジネス
チャンスとして，今後地域密着型再生可能エネルギー事業の新規参入が増加
していくことが期待されている。今後参入が進んだ場合に，地域においてど
のような影響が生じるかについて考察する必要がある。
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＜博士論文審査結果の要旨＞
１．論文内容の要旨
本論文は，地域住民が主体となった再生可能エネルギー事業，すなわち太
陽光や小水力などによる発電事業について，日本で先行しているいくつかの
事例をとりあげ，地域活性化にどのような役割を果たしうるのか，継続的な
運営にどういったことが必要なのかといった点を明らかにしようとするもの
である。
本論文は序章・終章を含め６章から成っている。章節構成は以下のとおり
である。
序 章 問題意識と研究課題・方法
１．問題意識
２．本論文の目的と方法
３．本論文の構成
第１章 コミュニティ・ビジネスの視点で捉えた再生可能エネルギー事業
─地域振興における意義を中心に─
はじめに
１．ヨーロッパにおけるコミュニティ・ビジネスの起源と事業の展開
２．日本におけるコミュニティ・ビジネスの概念と展開
３．再生可能エネルギー事業をコミュニティ・ビジネスとして行う事例
４．再生可能エネルギー事業をコミュニティ・ビジネスとして行う意義
申 請 者：査 蕾
論 文 題 目：再生可能エネルギー事業による地域活性化
コミュニティ・ビジネスとのつながりから
学位申請の種類：甲（課程博士，経済学）
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５．まとめ
第２章 地域における再生可能エネルギー事業の実態と課題
─事業化の主体と資金調達の方法に関する分析を中心に─
はじめに
１．地域における再生可能エネルギー事業の実態
２．再生可能エネルギー事業の資金調達方法
３．事業の担い手と地域還元の手法
４．地域活性化に役立てるために
５．まとめ
第３章 地域商品券を活用した太陽光発電事業とコミュニティ・ビジネス
─あいとうふくしモール市民共同発電所を事例として─
はじめに
１．東近江市と「東近江モデル」の概要
２．あいとうふくしモール市民共同発電所の取り組み
３．事業による経済的・社会的な影響
４．取り組みの特徴
５．まとめ
第４章 小水力発電が農山村地域の課題解決に果たす役割
─岐阜県郡上市石徹白地区と奈良県吉野町を事例として─
はじめに
１．岐阜県郡上市石徹白地区の取り組み
２．奈良県吉野町の取り組み
３．小水力発電の地域課題解決に向けた役割
４．地域課題解決に向けた取り組みの要点
５．まとめ
終 章 研究の総括
はじめに
１．再生可能エネルギー事業とコミュニティ・ビジネスとのつながり
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２．再生可能エネルギー事業の資金調達と地域還元
３．取り組みを形成し維持するために重要な点
４．今後の課題
第１章では，まず，イギリスにおいてコミュニティ・ビジネスを地域振
興・再生に活用する実践が広がっていることを紹介し，コミュニティ・ビジ
ネスの地域活性化に対する意義を示している。次に，ドイツにおいて反原
発・脱化石エネルギーという問題意識から始まった再生可能エネルギー事業
が，ドイツ伝統の地域自治と結びつき，住民が主体となった再生可能エネル
ギー事業が地域の所得や雇用を創出していることを指摘し，行政の支援にま
だ依存することが多く，地域住民のモチベーションアップの段階にとどまっ
ている日本の状況と対比させている。こうした議論を踏まえて，コミュニ
ティ・ビジネスの視点を導入することで，再生可能エネルギー事業の地域活
性化への意義を以下のようにまとめられるとしている。第１に，エネルギー
消費の転換とコミュニティの自立を導く。第２に，コミュニティ・ビジネス
として，再生可能エネルギー事業に加えて複数の関連事業を重ねることに
よって，経済的社会的影響を膨らませられる可能性がある。第３に，再生可
能エネルギー事業を進める過程で，地域の住民間や住民と関連企業との交流
も増進できる。
第２章では，地域主体の再生可能エネルギー事業について分析している。
まず資金調達の方法について，株式会社や組合など経営権のついた出資を募
る方法と，ファンドや地方公募債など経営権のつかない出資を募る方法とに
分類し，地域活性化の観点からそれぞれの方法の長所と短所について整理を
行っている。さらに，事業の主体から，①NPO主体型，②集落主体型，③
行政・地元企業主体型の３つに分け，地域活性化に貢献しようとする場合に
直面する課題を明らかにしている。その第１は，社会性と継続的な事業運営
のための利益追求をどのように両立していくかということである。第２は，
再生可能エネルギー事業がどのような方法や手段によって地域の経済的・社
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会的活性化に貢献できるのかいうことである。第３は，補助金をいかに効率
的に使用するかということである。
第３章では，滋賀県東近江市にある，あいとうふくしモール市民共同発電
所の事例を取り上げ，地域づくりや福祉に関するコミュニティ・ビジネスと
結びついた再生可能エネルギー事業の実態と，発電の成果を地域商品券で地
域に還元する仕組みを考察している。あいとうふくしモールは，福祉と食を
中心とした複数のコミュニティ・ビジネスを１箇所に集めた施設である。そ
こに地域住民などから出資を募った市民共同発電所を併設し，売電益を地域
商品券で還元することで地域経済への貢献を図るとともに，売電益の一定額
をあいとうふくしモールの継続的な運営のために確保するという仕組みを構
築している。このようにコミュニティ・ビジネスの一部として再生可能エネ
ルギー事業を導入する際の重要な点として，あいとうふくしモール市民共同
発電所の事例から，以下の３点を挙げている。第１は，地域内の多様な組
織・団体から連絡会・協議会・研究会をこまめに行うことによって，情報を
交換し，信頼関係を構築することである。第２は，地域通貨もしくは地域商
品券の導入と活用によって，取り組みによる経済的成果を効率よく地域に循
環させることである。第３は，取り組んだ事業を継続的に運営するために，
売電収益の一部を運営の財源や次世代を担う若者の育成に充てることであ
る。
第４章では，岐阜県郡上市石徹白地区と奈良県吉野町の事例を取り上げ，
地域住民が主体となった小水力発電の導入が農山村地域の課題解決に向けて
果たす役割を，環境，経済，社会の３つの側面に分けて検討している。環境
的側面としては，CO２の削減，および地域資源の再発見・再利用に効果的で
あること，経済的側面としては，電気料金の節約，売電収益の獲得の他，地
域の生産活動の多様化を促進し，発電事業の成果を地域に還元することで，
循環型地域経済の形成につながっていること，社会的側面としては，農山村
における社会福祉，防災などの向上の他，地域内外の交流を促進し，地域へ
の移住にも効果的であるとしている。また，小水力発電による地域課題解決
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に向けた取り組みが立ち上がるためには，地域外でノウハウを持つ個人や団
体との交流が重要であること，さらにその取り組みが継続するためには，地
域の未来について話し合い，外部との情報交換ができる「場づくり」が重要
であることを指摘している。
終章では，第１章から第４章まで得られた知見について総括し，地域活性
化のために，再生可能エネルギー事業をコミュニティ・ビジネスとつなげる
あり方を，以下の３つのパターンに整理している。
①再生可能エネルギー事業の運営自体がコミュニティ・ビジネスとなるパ
ターン
②再生可能エネルギー事業を地域活性化の起爆剤として，他産業との連携
により，付加価値を生み出すパターン
③地域にあるコミュニティ・ビジネスを基盤として，その上に再生可能エ
ネルギー事業をかけ合わせたパターン
そして，それぞれのパターンの特長と課題について，検討を加えている。
２．概評
日本でも，再生可能エネルギーの普及を動機とした発電事業が，十数年前
から市民出資あるいは行政主導により行われてきた。東日本大震災とそれに
ともなう原発事故，および固定価格買い取り制度（FIT）の導入を契機とし
て，それがさらに広がりを見せると同時に，再生可能エネルギーによる発電
事業の収益あるいはその取り組み自体を，地域活性化に役立たせようとする
取り組みも増えてきている。これに対して，本論文はそれらの取り組みをコ
ミュニティ・ビジネスの視点から分析しようとするものである。再生可能エ
ネルギー事業自体のコミュニティ・ビジネスとしての可能性を指摘している
研究はいくつかあるものの，再生可能エネルギー事業が他のコミュニティ・
ビジネスによる地域活性化の起点ともなっている実態を踏まえて，再生可能
エネルギー事業とコミュニティ・ビジネスとのさまざまな形でのつながり
と，それらの地域活性化に果たす役割について包括的に分析しているところ
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が，本論文の第一の評価点である。
また，地域主体の再生可能エネルギー事業についてのこれまでの研究は，
事例ごとに内容を紹介し，その特徴と課題などについて分析したものがほと
んどである。これに対して本論文では，代表的ないくつかの事例を資金調達
方法と事業主体から整理分類し，地域活性化という目的に対して，それぞれ
どのような特長や課題を持っているのかを分析している。いわば，地域主体
の再生可能エネルギー事業に対する評価軸を示し，その上で事例を分析して
いるところが，本論文の第二の評価点である。
さらに，コミュニティ・ビジネスがイギリスにおいて地域再生の取り組み
として重視され広まってきた背景について，しっかりとした文献サーベイに
基づいて紹介しており，再生可能エネルギー事業が地域活性化に果たす役割
についても，英文学術誌に掲載された論文も参照する形で議論している。日
本の事例については，実際に現地で関係者からヒアリングを行い，収集した
内部資料も用いて分析を行っている。「コミュニティ・ビジネス」や「地域
活性化」という，ともすればあいまいな概念に対して，極力理論的な意味づ
けを行うとともに，現場に足を運んでその実態を丹念に理解しようと試みて
いる。これが本論文の第三の評価点である。
一方で，本論文では個々の事例についてデータをもとにした具体的な分析
が必ずしも十分ではないということが指摘できる。再生可能エネルギー事業
を地域活性化に結びつけようという考え方や取り組みは，最近になって広
がってきたものであり，多くの事例で地域活性化についての具体的なデータ
がまだ現れてきておらず，地域活性化ということを数値的にどう把握する
か，それ自体も大きな課題である。各事例について独自にデータを収集して
分析を行うには，かなりのタイムスパンが必要であり，今後の研究の中で取
り組むべき課題と考えられる。
以上述べたように，本論文は，再生可能エネルギーの普及と地域活性化と
いう日本経済にとってタイムリーかつ重要なふたつの課題に対し，それをつ
なぐという問題意識を持って果敢に取り組んだ研究成果といえる。各地域で
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の取り組みの歴史がまだ浅く，それぞれの事例に対する学術的評価も定まっ
たものがない中で，「コミュニティ・ビジネスとのつながり」というひとつ
の重要な分析視点を提供したことは，大変興味深く，この分野の研究にとっ
ても重要な貢献といえる。
３．結論
以上のように，学位申請者・査蕾氏の本論文は，経済学分野において研究
者として研究活動を行うに必要な研究能力とその基礎となる学識を示すに足
るものと判断できる。
また，学位規定に定める最終試験に関しては，その定めに基づいて口頭試
問を行った（２０１６年２月１０日）。そこで，同氏の研究成果および外国語能
力が上記の判断と齟齬がないことを確認し，合格と判定した。
以上の結果から，学位申請者・査蕾氏は博士（経済学）の学位を授与され
る資格を有するものと認める
２０１６（平成２８）年２月２０日
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